
〈特定建設工事共同企業体の競争参加資格審査申請要領〉

１．申請書様式：一般競争（指名競争）参加資格審査申請書（建設工事）
様式①－１、①－２、②、③－２、④をご使用ください。

２．申請書記載要領
様式①－１
・申請書右上の空きスペースに各構成員ごとに建設業許可番号を記入し、代表
会社を○で囲む

・本社（店）郵便番号・住所・電話番号・FAX 番号：代表会社の本社（店）の
郵便番号等を記入

・商号又は名称：工事名＋共同企業体の名称を記入
○○○○工事△△・□□特定建設工事共同企業体

※記載欄が足りない場合は欄外に適宜記入
・代表者役職：代表者と記載
・代表者氏名：代表会社の代表者氏名（個人名）を記入

※代表者以外（支店長・営業所長等）の申請は不可
代表会社の代表者印は省略可能

・担当者氏名・電話番号：申請内容を把握している方の氏名・電話番号を記入
・営業年数：各構成員の直近の総合評定値通知書における営業年数の平均年数

（その年数に年未満の端数があるときは、これを切り捨てる）
・総職員数：各構成員の総職員数の合計値を合計した数
・上記以外の欄の記入は不要

様式①－２
・完成工事高：該当工種について各構成員の完成工事高を合計した金額を記入

該当工種以外の工種の完成工事高はその他に記入
合計は各構成員の完成工事高を合計した金額を記入
※合計と各構成員の直近の総合評定値通知書記載の合計は一致

・申請を希望する部局：該当工種の東北に○を付す
様式②［工事分割内訳表］
・完成工事高：各構成員の完成工事高を合計した金額を記入

工事分割内訳表の合計と様式①－２の合計は一致
様式③－２［業態調書］（道路・河川・官庁営繕・公園関係）
・有資格技術職員内訳：各構成員の有資格技術職員数を合計した人数を記入

様式④［営業所一覧表］
・営業所名称：代表会社の連絡先となる営業所（例：東北支店）を 1 ヶ所記入

３．添付書類
・特定建設工事共同企業体協定書の写し

※各構成員の代表者間で締結した協定とする
※正本ではなく写し（印影あり）を提出してください

・直近の総合評定値通知書の写し（全構成員分）
・納税証明書その３の３の写し（申請書提出時以前の３ヶ月以内のもの、全構成員分）
・工事の施工実績を記載した書面（全構成員分）

入札説明書別記様式２（又は２－１）(同種の工事の施工実績)及び様式３（又は
３－１）(主任（監理）技術者の資格・工事経験)
※証明書面は不要

・委任状：代表会社以外の構成員の代表者から代表会社の代表者に対する権限の委任
宛先は「支出負担行為担当官 東北地方整備局長」としてください。

４．出資比率等
・代表会社は構成員中最大の出資比率とする
・2 社 JVの場合 30 ％以上、3 社 JVの場合 20 ％以上の出資比率とする
・代表者は構成員の中で最大の施工能力を有する者とする


